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１．事業者の氏名及び住所 

名 称：株式会社 朝日新聞社 

代表者：代表取締役 秋山耿太郎 

所在地：大阪市北区中之島 3丁目 2番 4号 

 

名 称：株式会社 朝日ビルディング 

代表者：代表取締役 法花 敏郎 

所在地：大阪市北区中之島 3丁目 2番 4号 

 

２．対象事業の概要 

2. 1 対象事業の名称 

大阪・中之島プロジェクト 

 

2. 2 対象事業を実施した区域 

大阪市北区中之島 2丁目、3丁目地内 

 

2. 3 対象事業の概要 

本事業では、フェスティバルホールの入っている東地区の新朝日ビルを超高層ビルに

建て替え、朝日新聞大阪本社及びグループ企業も含めた主要機能を東地区に移す計画で

ある。ただし、現在朝日新聞ビル内にある朝日新聞大阪本社の印刷機能については移転

する。 

朝日新聞ビル及び大阪朝日ビルがある西地区については、朝日新聞ビル西側低層部の

阪神高速道路下の補強工事を行った後、朝日新聞ビル及び大阪朝日ビルの解体を行い超

高層ビル１棟に建て替える計画である。 

なお、本事業において中之島地下街についても整備を進め、地下鉄四つ橋線肥後橋駅

と京阪中之島線渡辺橋駅の 2つの駅と地下でバリアフリー接続させる計画である。 
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表 2-1 計画施設の規模 

 

 東地区 西地区 中之島地下街 

所在地 大阪市北区中之島 2丁目、3丁目地内 

敷地面積 約 8,200ｍ2 約 8,400ｍ2 約 3,400ｍ2 

区域の指定 都市計画区域内（市街化区域） 

地域・地区 商業地域、都市再生特別地区 

防火地域 防火地域 

基準建ぺい率 80％（耐火建築物の場合 100％） 

事
業
計
画
地
の
概
要 

容積率最高限度 
1,600％ 

（都市再生特別地区の都市計画により最高限度緩和） 
100％ 

建築面積 約 5,900ｍ2 約 6,400ｍ2 約 3,400ｍ2 

延べ面積 約 146,000ｍ2 約 154,000ｍ2 約 3,400ｍ2 

容積率の算定の基

礎となる延べ面積 

約 129,900ｍ2 

業務施設：約 105,500ｍ2 

商業施設：約   8,600ｍ2 

文化施設：約  15,800ｍ2 

約 134,000ｍ2 

業務施設：約 81,600ｍ2 

商業施設：約 30,700ｍ2 

文化施設：約  2,700ｍ2 

滞在施設：約 19,000ｍ2 

約 3,400ｍ2 

商業施設：約 3,400ｍ2 

階数 地上 39階、地下 3階 地上 41階、地下 4階 地下 1階 

建物高さ 約 200ｍ 約 200ｍ － 

構造 鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造 鉄筋コンクリート造 

主な用途 
事務所、ホール、 

店舗等 

滞在施設、事務所、 

文化施設、店舗等 
店舗等 

駐車台数 
約 310台 

（荷捌き車両含む） 

約 420台 

（荷捌き車両及び公共的

な駐車場含む） 

－ 

自動二輪駐車台数 
約 45台 

（地下街分含む） 
約 45台 － 

施
設
の
概
要 

自転車駐輪台数 約 60台 約 560台 － 
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３．対象事業の実施状況 

本事業の工程は東地区の解体工事・新築工事を行い、東地区の建物完成後に西地区の

主要機能を移転、その後、西地区の阪神高速道路下補強工事・解体工事・新築工事の順

で実施する計画である。また、中之島地下街は、東地区の建設工事に並行してリニュー

アル工事を行う計画である。 

全体の工事の流れは「表 3.1 工事の全体工程」「図 3.1段階別施工説明図」に示す。

これまでの実施状況と今後の予定工程は以下のとおりである。 

・平成 21年３月２日に全体工事に着手。中之島地下街を閉鎖し、東地区地上部の解体

工事を実施。 

・平成 21年 12月末に東地区の地上解体工事を完了。 

・平成 22年１月９日に新築工事に着手。 

・平成 22年 12月の状況は、基礎工事、躯体工事を進行中。 

なお、報告済みのとおり※１、東地区の新築工事の工期は近隣企業等からの早期開業要

望や建設工事による周辺への影響期間短縮等への配慮から３か月短縮している。 

 

表 3.1（1）工事の全体工程（評価書） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.1（2）工事の全体工程（実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１：大阪・中之島プロジェクト事後調査報告書（平成 21年３月～平成 21年 12月）／平成 22年３月 

仮設工事

解体工事

基礎工事

躯体工事

仕上げ工事

地下街改修工事

外構工事・検査

仮設工事

解体工事

基礎工事

躯体工事

仕上げ工事

地下街改修工事

外構工事・検査

H21(2009) H22(2010)

H21(2009) H22(2010) H23(2011) H24(2012)

H23(2011) H24(2012) H25(2013) H26(2014)

H25(2013) H26(2014) H29(2017)

H27(2015) H28(2016) H29(2017)

H27(2015) H28(2016)

東地区工程
西地区工程

東地区実施済み
東地区予想工程
西地区予想工程

準備工事 ※
地下解体

地上解体

※　準備工事：載荷試験杭施工、既存躯体削孔工事、埋め戻し工事

解体工事 新築工事
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図 3.1 段階別施工説明図 
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平成 22年１月以降の工事状況は「表 3.2 平成 22年の工事工程（実績）」に示すとお

りである。 

・①仮設工事は、期間中継続的に実施。 

・基礎工事は、以下のとおりである。 

②山留壁工事を１月から２月中旬（約 1.5か月）にかけて実施。 

③杭工事を２月中旬から５月中旬（約３か月）にかけて実施。 

④地下躯体解体工事・⑤掘削工事又は埋め戻し工事を５月から着手し、継続実施中。 

・躯体工事は、以下のとおりである。 

⑥地下躯体工事を８月、⑦地上躯体工事（床板）を６月、⑧地上躯体工事（鉄骨工

事）を５月から着手し、継続実施中。 

・外構工事のうち一部先行埋設配管工事を、６月から８月にかけて実施。 

 

 

 

表 3.2 平成 22年の工事工程（実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　 年 ２０１１年（平成２３年）

暦 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

着工後延べ月 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

仮設
工事

①仮設工事   →継続中

②山留壁工事

③杭工事

④地下躯体解体工事   →継続中

⑤掘削工事又は埋戻し工事   →継続中

⑥地下躯体工事   →継続中

⑦地上躯体工事（床版）   →継続中

⑧地上躯体工事（鉄骨工事）   →継続中

仕上げ工事 （未着手）

地下街改修工事 （未着手）

外構工事 　次年度も実施

検査手直し （未着手）

工
事
工
程

基

礎
工
事

２０１０年（平成２２年）

躯
体

工
事
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４．事後調査項目及び手法 

本調査における調査項目及び期間は表 4.1に示すとおりである。工期変更に伴う東地区の

建設機械と工事関係車両の騒音・振動予測値及び調査時期に対する実績値等は表 4.2に示す

とおりである。 

 

表 4.1 本調査の調査項目及び調査時期 

調査項目 調査期間 

建設機械・工事関係車両の稼動の状況 工事期間中 

建設機械の稼動に伴う夜間の騒音・振動調査 平成 22年４月（14か月目） 

工事関係車両の走行に伴う道路交通騒音・振動調査 平成 22年 12月（22か月目） 

廃棄物・残土調査 工事期間中 

アスベスト及び PCB廃棄物調査 工事期間中 

 

表 4.2 東地区の騒音・振動の予測値・実績値・調査時期等 

評価書 事後調査 
調査項目 

予測値 調査時期 実績<予測値> 調査時期<予定> 

騒音(ﾊﾟﾜｰﾚﾍﾞﾙ) 129.8デシベル 27か月目 126.6デシベル 8か月目 
昼間 

振動(7m換算値) 79.4デシベル 8か月目 <74.6デシベル> <26か月目> 

騒音(ﾊﾟﾜｰﾚﾍﾞﾙ) 119.4デシベル 
建設機械 

夜間 
振動(7m換算値) 

夜間工事最盛期の平日１日 
66.2デシベル 

14か月目 

騒音（小型車換算） 1,182台/日 29か月目 1,185台/日 22か月目 工事関係 

車両 振動（小型車換算） 3,366台/日 29か月目 3,445台/日 22か月目 

注：騒音は建設機械等のパワーレベル合成値、振動は建設機械等の７m地点での振動レベル合成値 

 

表 4.3(1) 工事中の事後調査の内容 

調査項目 調査時期・頻度 調査地点・範囲 調査手法 評価指針 

建設機械・
工事関係車
両の稼働状
況 

種類・型式
別の稼働台
数・稼働時
間等 

工事期間中 事業計画地内 工事作業日報の
整理等による 

環境保全の観点か
ら、環境負荷の低減
に配慮された工程
になっていること 

【東地区】 
・工事最盛期の平
日１日 

（騒音：着工後 8
か月目、振動：
着工後 26か月
目） 

・夜間工事最盛期
の平日１日 

・１日 24時間につ
いて、毎正時か
ら 10分間測定 

 
・東地区敷地境界 

：２地点 
・事業計画地周辺
住居地：１地点 

 
 

騒
音
・
振
動 

建設作 
業騒音 
・振動 

・騒音レベ
ルの 90％
レンジ上
端値（LA5） 

 
・振動レベ
ルの 80％
レンジ上
端値（L10） 

【西地区】 
・工事最盛期の平
日 1日 

（騒音：着工後 86
か月目、振動：
着工後 59か月
目） 

・夜間工事最盛期
の平日１日 

・１日 24時間につ
いて、毎正時か
ら 10分間測定 

 
・西地区敷地境界 

：１地点 
・事業計画地周辺
住居地：１地点 

 

・騒音 
JIS Z8731 
「環境騒音の
表示・測定方
法」に準拠し
て測定する。
測定高さは地
上 1.2ｍとす
る。 
なお、夜間工
事最盛期の調
査では、仮囲
い上端部高さ
においても測
定する。 

 
・振動 
JIS Z8735 
「振動レベル
測定方法」に
準拠して測定
する。 

・騒音 
特定建設作業に
係る騒音の規制
基準値（85デシ
ベル）以下である
こと 
評価書における
予測値（東地区・
西地区共に 78デ
シベル）以下であ
ること 

・振動 
特定建設作業に
係る振動の規制
基準値（75デシ
ベル）以下である
こと 
評価書における
予測値（東地区
73デシベル、西
地区 69デシベ
ル）以下であるこ
と 

注：表中の工事最盛期の時期は、現段階での工事工程を元にしたものであり、工事の進捗状況等により変

更する可能性がある。 
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表 4.3(2)  工事中の事後調査の内容 

 

調査項目 調査時期・頻度 調査地点・範囲 調査手法 評価指針 

【東地区】 

・工事最盛期の平

日１日 

（騒音・振動：着

工後 22か月目） 

・騒音：１日 24時

間連続調査 

・振動：１日 24時

間について毎正

時から 10分間

測定 

・交通量：１日 24

時間連続調査 

 騒
音
・
振
動 

道路交 

通騒音 

・振動 

・等価騒音

レベル 

（ＬAeq） 

 

・振動レベ

ルの 80％

レンジ上

端値（L10） 

 

・交通量 

【西地区】 

・工事最盛期の平

日１日 

（騒音・振動：着

工後 86か月目） 

・騒音：１日 24時

間連続調査 

・振動：１日 24時

間について毎正

時から 10分間

測定 

・交通量：１日 24

時間連続調査 

 

事業計画地周辺の

工事関係車両主要

通行ルート沿道 

：４地点 

 

・騒音 

JIS Z8731 

「環境騒音の

表示・測定方

法」に準拠し、

測定高さは、

地上 1.2ｍと

する。 

 

・振動 

JIS Z8735 

「振動レベル

測定方法」に

準拠して測定

する。 

 

・交通量 

調査員による

計数を行う。 

・騒音 

環境基準（昼間：

70デシベル、夜

間：65デシベル）

の達成と維持に

支障を及ぼさな

いこと 

 

・振動 

人の振動感覚閾

値（55デシベル）

以下であること 

廃棄物・残土 

月別・種類

別 の 発 生

量・排出量

及びリサイ

クル量 

工事期間中 事業計画地内 工事作業日報の

整理等による 

環境保全の観点か

ら、発生量・排出量

の抑制及び適切な

リサイクル・処理が

なされていること 

アスベスト 

除去・処理

状況 

工事期間中 事業計画地内 工事作業日報の

整理等による 

関係法令等に基づ

き適切に措置して

いること 

ＰＣＢ廃棄物 

保管・処理

状況 

工事期間中 事業計画地内 工事作業日報の

整理等による 

関係法令等に基づ

き適切に措置して

いること 

注：表中の工事最盛期の時期は、現段階での工事工程を元にしたものであり、工事の進捗状況等により変

更する可能性がある。 

 

 


